
  

昭和48年労働経済の分析 参考資料
1.   景気変動と労働経済指標
(1)   景気変動と労働関係指標の動きとの関連

昭和30年代から日本経済の高度成長期を通じて,労働市場の様相は雇用機会の大幅拡大により大きく変り,
求人倍率は48年秋には2倍近くにまで上昇するなど,しだいに完全雇用状態に近づきつつある。このよう
な労働市場の基調の変化に伴い,労働関係指標に対する景気変動の現れ方にも変化がみられるようになっ
た(第1図)。

第1図 景気動向総合系列と労働需給指標の推移

その第1は景気変動の現れ方が最近になるほど明瞭になつてきたことである。労働関係指標のうち季節的
変動を除去しうるもの36系列(労働時間関係4系列,雇用量関係3系列,賃金関係4系列,失業関係5系列,求人求
職関係6系列,入・離職関係14系列)を対象に,四半期別資料を用いて,経済企画庁作成の景気動向総合系列指
標(以下「DI(ディフユージョン・インデックス)」という)との変動の関係を相関分析法などの手法を用い
て分析すると(DIは景気の転換点や周期を示すものであり,ここではDIとの関係を分析する。なお,実際の景
気のピークやボトムは第1図にも明らかなようにDIのピークやボトムより遅れて現れている―注1参照―),
雇用指数などの雇用量関係指標と賃金関係指標については,31年以降の分析期間全体を通じてみても,また
37年以降の最近時点についてみても四半期ベースでの景気変動はほとんど認められないが,その他の指標
については景気変動に対応した動きがかなり明瞭に認められる。

例えば労働力需給関係の変化を示す新規求人倍率についてみると,DIとの間に,相関が認められ,その関係は
非常に高い確率(危険率5％)をもつて指摘することができる。しかもこの相関は31年から47年までの期間
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では,相関係数が0.293であつたものが,37年からの最近の10年間だけについてみると,相関係数は0.432に
高まり,新規求人倍率に対する景気変動の現れ方が一段と明瞭になつてきている。また,景気変動の振幅が
40年代にはいつて加速的に大きくなる傾向がみられる(第2図)。

こうした新規求人倍率の景気変動過程での動きは新規求人数,新規求職者数に分けても同様に認められ
る。

第2図 新規求人倍率(季調済)の振幅の変化

第3図 新規求人倍率とDIとの関係
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例えば新規求人数についてみると,景気の上昇期と下降期を含めた31年から47年までの全期間ではDIとの
間の相関関係が危険率5％で認められる(第3図)。

このように労働力需給指標に対する景気変動の現れ方が最近になる程明瞭になつてきているのは,労働力
不足の激化に伴つて企業の求人態度が景気に敏感に反映するようになつてきていることを示すものであ
り,この傾向は今後も続くものと考えられる。

第2は景気変動が労働関係指標に早く現れるようになつてきていることである。

こうした変化は労働時間関係指標にもみられ,例えば所定外労働間数についてみると,31年から47年までの
間はDIとの間に0.429の相関係数が認められ,両指標間の一致性を指摘することの危険率は5％であつたの
が,37年以降の最近の10年間のみをとつてみると,相関係数が0.608に高まると同時に,危険率も0.3％と著し
く小さくなつている。

第4図 所定外労働時間(製造業)とDIとの関係

このような所定外労働時間に対する景気変動の現れ方は,30年代には製造業部門にのみ認められたが,最近
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の10年間では第3次産業などを含めた調査産業全体の指標にも認められるようにな,つてきており,労働時
間についての勤労者の意識や企業の管理態度がしだいに変化してきていることを反映している。

所定外労働時間についても,新規求人数の場合と同様,若干危険率は高くなるが(9％),DIに対する1期先行性
が認められ,その相関係数は最近になるほど大きくなつてきている。今回の分析は不規則変動が分析結果
に影響しないように四半期データを用いているため,月単位の一致性や,先行性を確認することはできない
が,四半期データで弱い先行性が認められることから判断すれば,月単位ではその関係をさらにはつきりと
確認することができるものと思われる(第4図)。

以上のほか労働関係指標に対する景気変動の現れ方ではつぎのような特徴がみられる。

その一つは入職率指標にみられるものであり,31年以降の期間についてはDIとの間に一致性がみられたも
のが,最近10年間ではそれが変化してきていることである。調査産業全体についての入職率と製造業の入
職率でその関係が異なり,調査,産業全体の場合には以前は9％の危険率で一致性が認められたのが,最近は
それが有意とは認められなくなつてきている。製造業の場合には,最近でも一致性は5％の危険率で認めら
れるが,30年代を含めた場合よりも著しくその程度が弱まつている(第5図)。

第5図 入職率(製造業)とDIとの関係

これは企業が景気上昇期にも雇用拡大に対し慎重な態度をとるようになつてきたことや,かりに採用方針
を決定した場合でも労働力不足のために直ちに採用することが困難なことが多くなつてきていることを
反映しているものと思われる。入職率に比較すると離職率はDIの動きとの関連性は弱い。

その二つは失業関係指標についてみられるものである。失業関係指標としては失保受給者実人員数,失保
受給率,失保初回受給者数,離職票受付件数,および完全失業率の5系列の指標をとりあげて分析を行つたが,
離職票受付件数を除くとこれらの指標にはそれ程強い景気変動は認められない。特に失保受給率などに
ついては,31年から47年までの期間を対象とした場合には2期の遅れで相関が認められたのが,最近10年間
に対象を限定すると有意な相関は全く認められなくなつてきている(第6図)。

離職票受付件数については最近1期の遅れでDIとの間に強い相関が認められ,相関係数は-0.512,その危険
率は0.3％となつている。また,離職票受付件数は一致指標としても5％の危険率でみることができる(第7
図)。

これに対し「労働力調査」に基づく完全失業率は30年代を含めた期間ではDIとの間に有意な関係が認め
られなかつたが,最近は2期の遅れで,相関係数-0.417,危険率5％の相関が認められるようになつてきている
(第8図)。

第6図 失保受給率とDIとの関係
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第7図 離職票受付件数とDIとの関係

以上,相関分析を中心に述べてきたが,一部の労働経済指標について,DIに対する分布ラグ構造を試算してみ
たが(注2参照),ほぼ相関分析にみられたラグ構造と一致した結果が得られた。

第8図 完全失業率とDIとの関係
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昭和48年労働経済の分析 参考資料
1.   景気変動と労働経済指標
(2)   労働経済総合指標の作成と景気変動

労働市場の変化を背景に労働関係指標に対する景気変動の現れ方が早まると同時に強まる傾向があるが,
こうした傾向から,労働面の指標を分析することによって景気の動向を判断することも可能となつてきて
いる。

労働関係指標のうち,季節変動を除去することができる36系列から景気変動を比較的敏感に反映している
とみられる所定外労働時間数(製造業),離職票受付件数,新規求人数,有効求人倍率,入職率(製造業),離職率
(製造業)の6系列を選び,主成分分析の手法(注3参照)を用いてこれらを総合化した指標(労働経済総合指標)
を作成し,これと経済企画庁作成のDIにみられる景気のピークおよびボトムと対比すると若干の先行性を
もつて労働経済総合指標に景気変動が現れることが認められる。

例えば40年不況以降の時期についてみると,DIは40年10～12月期に景気のボトムを記録しているが,労働
経済総合指標は,それよりかなり早く39年4～6月期にすでに著しく低い水準に低下し,その後3・四半期間
はその水準で横ばいを続け,DIが景気のボトムを記録する10～12月期にはすでに上昇に向つている。42～
43年の景気のわずかな落ち込みの際にも,労働経済指標は41年4～6月期にピークを記録し,42年7～9月期
を底に再び緩やかな上昇に向つているというように,DIの変化よりも早めに変化している。46年不況の際
にもDIは46年10～12月期に景気のボトムを記録しているのに,労働経済総合指標は45年10～12月期にボ
トムを記録している(第9図)。

第9図 景気動向総合系列(DI)と労働経済総合指標との関係

これを35年から47年までの期間について(1)での分析と同様にDIとの相関係数を計算すると,労働経済総合
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指標がDIと一致して変化していると仮定した場合には,有意とは認められないが(相関係数0.169),1期先行
(相関係数0.538,危険率0.3％)ないし2期先行(相関係数0,684,危険率0.3％)と仮定した場合には有意な結果
となつている(第1表)。

第1表 DIと労働経済総合指標との相関関係

このように労働経済総合指標が景気変動に対して先行性を示しているのは,所定外労働時間数や新規求人
数など比較的先行性の強い指標の影響を強く受けている面もあるが,それよりもむしろこれらの指標を基
準時点に対して1期先行して資料をとつていることによる面が大きいと思われる。

こうした点も含めて,この労働経済総合指標はあくまで試算的なものであり,モデル選定の問題や,データ処
理上の問題などさらに検討を要する点も多く,使用に耐えるまでに至つてはいないが,今後長期的に労働力
不足傾向が強まり,国民経済の変動に対する労働経済面からの影響が強まるにつれて,こうした判断指標の
必要性はさらに高まることが予想されるので,指標作成技術の面やその利用可能性などについて研究を深
めていく必要があろう。

(注)

昭和48年 労働経済の分析



昭和48年 労働経済の分析



昭和48年 労働経済の分析



昭和48年 労働経済の分析



固有ベクトル一覧票

昭和48年 労働経済の分析



  

昭和48年 労働経済の分析



(C)COPYRIGHT Ministry of Health , Labour and Welfare
昭和48年 労働経済の分析



  

昭和48年労働経済の分析 参考資料
2.   ビンテージ係数の計測について
(1)   計測モデル

ビンテージ係数は,資本ストックの年齢構成を示すもので,概念的には最近時点での設備投資が多いほどビンテージ
係数は大きくなり,この係数が大きいほど機械設備などの年齢構成が若いと考えられる。

一般的にいつて旧式の機械設備などよりは,新しく購入した機械設備などの方が,技術進歩などの影響を受けている
と思われるので,同一の資本ストック量でも産出効果が大きいと考えられる。

したがつて,資本ストック中に占める最近時点における設備投資額が大きいほど,すなわちビンテージ係数が大きい
ほど,生産力効果は大きく,生産性上昇率に与える効果も大きいものと考えられる。

このような概念を有するビンテージ係数の計測方法については,投資した年次の違いによるウェイトのおき方の違
い,例えば5年前に購入した機械設備と今年購入した機械設備の性能や生産能力の違いにどの程度のウェイトの差を
設けるか,あるいはどのようなデータを使用するかなどで,いろいろとモデルにバリエーションがあるが,ここでは簡
単化のため次式により計測することとした。

数式

設備投資データとしては,工業統計表ベースで事業所規模別に行うこととし,企業の「有形固定資産取得額」のうち
の「新規のもの」によることとした。

第1表 各規模別ビンテージ係数計測結果表
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第1表 つづき
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2.   ビンテージ係数の計測について
(2)   計測結果

計測結果の概要は本文第73図の基礎資料の通りで,従業員500人以上の大企業では30年代後半からビン
テージ係数は,かなりはつきりと低下傾向をみせはじめ,40年代にはいつてから再び急上昇をみせはじめて
いる。一方,従業員30～99人の中小企業では,変動を繰返しながらも傾向的には横ばいからやや上昇傾向に
ある。このように30年代後半から40年代にかけての中小企業の活発な設備投資は,規模間のビンテージ係
数の格差を縮小させるとともに,この間における規模間の生産性上昇率格差を縮小させしたことの要因の
一つになったものと推定される。
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3.   労働分配率と物価および経済成長率の関係

第1表の資料を使つてイギリスおよびアメリカの1800年代後半から1910年代の労働分配率,物価,実質経済
成長率の関係を計測してみると,つぎのようになる。

数式

このように,アメリカの1900年代を除いて,どの時期も,労働分配率と物価,実質経済成長率の間には負の相
関がみられる。つまり,物価上昇期や経済成長率の高いときには,労働分配率は低下し,逆に物価下落期や成
長率の低いときには,分配率は上昇するという関係がみられる。

なお,時期を上記期間に区分したのは,一つには,あまり長期にとることは,構造変化などの要因が入るため
適当でないこと,二つには労働分配率の長期的下落期と上昇期とに区分する必要があることという理由で
ある。

つぎに,この式を使つて労働分配率の上昇または低下について,物価騰落および経済成長率の高低がどう寄
与しているかをみると,例えば,下表のように,実質経済成長率が低下し,物価が下落した時期に労働分配率
は低下し,逆に成長率と烏価が上昇した時期に労働分配率は上昇しており,しかも物価水準の変化の方が成
長率の変化よりも労働分配率の動向により大きい影響を与えるという傾向がみられる。
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第1表 物価と労働分配率の変化
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4.   今次卸売物価急騰過程にみられた特徴について

昭和48年秋以降の卸売物価の急騰の実態を明らかにするため,48年10月以降49年1月までについて上・
中・下旬別に上昇率(対前旬比)の大きい個別品目を30品目づつを抽出して特徴を調べてみた。

前旬比で5％以上価格が引き上げられた商品を選び出してみると,第1表のように,大企業性製品の価格引上
げが目立つて多い。

第1表 前旬比5％以上価格上昇した商品の規模別内訳

これを製品中分類でみると(第2表),ほとんどすべての業種で価格引上げが大幅に行われている。また,製品
別にみると,製品によって差はあるが,前旬比で5％以上価格が上昇した品目数は,各製品とも毎旬かなり多
くなつており,前旬で上昇したから今旬は落ち着くというようなことはなく,次々と他の品目に転移してい
つているという特徴がみられる。

上昇率の点では11月下旬あたりから急激に大きくなつているという特徴がみられる。これは石油危機の
影響がさまざまな面で現れたものと思われるが,前旬比で50％からなかには100％こえる価格上昇を示す
品目が現れるようになった。

第2表 前旬比5％以上上昇した商品の製品中分類別内訳
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個別品目で上昇の大きかつたのは第3表の通りである。価格引上げの時期にも特徴があり,上旬,中旬,下旬
別にみると,中旬は少なく大部分は下旬に集中している。

第3表 価格上昇の最も激しかつた上位5商品等
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5.   アメリカ,イギリスの所得政策の概要について

(1)アメリカの所得政策の概要について
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(2)イギリスの所得政策の概要について
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